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研究成果の概要（和文）：2016年度には南海トラフ地震被災予想地域医療機関受援計画策定状況を調査し、計画
策定済み病院8.1% (災害拠点；19.2%, 非災害拠点；5.3%)であること、また100床未満病院、精神病院で計画策
定が進んでいないことを明らかにした。2017年度は研究で得られた受援に関する知見を東北大学病院BCP策定に
活用し、策定したBCPをホームページで公開、他大学病院、災害拠点病院のBCP策定モデルとして活用された。
2018年度は平成28年熊本地震被災地医療機関を対象に受援計画策定状況調査を実施、計画策定率が31.4%（災害
拠点54.5%, 非災害拠点29.5%, 未発表）であることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In 2016 fiscal year, I performed a questionnaire survey about the situation 
of hospital support receiving plan (SRP) in the area that will be expected to get damage by Nankai 
Trough earthquake, and I clarified that 50 hospitals (8.1%) had already planned SRP (24 Disaster 
Base Hospital (DBH); 19.2%, 26 non-DBH; 5.3%), and also clarified that almost of small hospitals 
(less than 100 beds) and psychiatric hospitals hadn’t planned SRP. In 2017 fiscal year, I planned 
the business continuity plan (BCP) of Tohoku University Hospital (TUH) with utilizing a knowledge 
about SRP after my research in 2016, and open to the public on TUH homepage. The BCP of TUH was 
utilized by other university hospitals and DBHs for format of their BCP. In 2018 fiscal year, I 
performed a questionnaire survey about the situation of hospital SRP that affected by Kumamoto 
Earthquake in 2016, and I clarified that total 31.4% hospitals (54.5% of DBH and 29.5% of non-DBH, 
unpublished) had planned hospital SRP.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
受援計画調査の結果得られた知見を東北大学病院BCPに反映させホームページに公開、他の大学病院、災害拠点
病院の雛型として活用されたことで、日本の医療機関の受援体制整備、BCP整備に貢献した。また、研究成果を
評価され日本集団災害医学会総会・学術集会での医療機関受援計画セッション招待演者、BCPシンポジウム座長
などを務め、また厚労省BCP研究班研究協力者としても貢献した。医学界において浸透していなかった「受援」
の概念、計画策定の重要性を広く知らしめ、平成28年熊本地震時の医療機関受援計画策定率向上に貢献すること
ができた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
阪神・淡路大震災以降、日本の災害医療は主として「助ける」側からの視点で発展したため、

災害医療に専従する医療従事者は一部に限定され、東日本大震災では、災害医療に関する知識
のほとんどない多くの一般医療従事者が実際の災害医療現場で診療に従事することとなった。
東日本大震災被災地医療機関では多数の傷病者の診療にあたると同時に様々な支援受け入れ
（受援）にも対応しなければならなかったが、病院自体の被災で現場は混乱し十分な受援対応
が出来ず、支援力を活用できなかった等の課題が浮かび上がった。広域巨大災害発生時の備え
として、「助けられる」側の立場になることを想定しどのような受援体制を構築するか事前に受
援計画を策定しておくことが、スムースな受援ひいては被災した地域医療体制の機能維持さら
には機能回復に寄与するものと考えられた。 
国内には病院受援計画策定状況を調査した報告はなかった。申請者らは平成 25年 5 月に東日

本大震災被災地病院を対象に「医療機関における受援計画に関するアンケート調査」を実施し、
受援計画策定済みの医療機関は全体の約 6％、災害拠点病院だけみても約 14%にとどまったこ
とを明らかにした（佐々木ほか. Japanese Journal of Disaster Medicine 2015）。 
 
２．研究の目的 
本研究では、災害で被災しても病院が速やかに受援体制を構築し支援を受け入れ機能維持・回

復できる医療供給体制の確立を目指し、日本の病院受援計画策定状況の横断的調査と問題点の
抽出を行う。問題点の抽出から受援計画策定を促進するためのツール開発、病院受援計画策定
率増加の評価・確認を行う。本研究によって病院受援計画策定・自己評価が容易になり、受援
計画策定の促進、また実践的な受援力向上のための訓練支援を行うことができ、災害に強い医
療供給体制の構築に貢献できる。 
 
３．研究の方法 
(1) 全国、とりわけ災害で被災した地域の病院受援計画策定状況を横断的にアンケート調査

し病院機能や病床数などに応じて解析する、(2) 受援計画策定に至らない病院の背景・要因を
明らかにする、(3) 結果から発災時の対策として必要な受援計画項目の抽出を行い、病院受援
力診断ツール（仮称）を開発する、(4) 診断ツールを WEB 上にて公開し調査協力病院での受援
計画策定促進を行う、(5) 各病院での受援計画策定状況についての再評価、また実践的な受援
力向上のための訓練への活用を支援する。 
 
４．研究成果 
(1) 2016 年度には南海トラフ地震被災予想地域医療機関受援計画策定状況を調査し、計画策定
済み病院 8.1% (災害拠点；19.2%, 非災害拠点；5.3%)であること、また 100 床未満病院、精神
病院で計画策定が進んでいないことを明らかにした（図 1,2,3）。 

 
(2) 2017 年度は研究で得られた受援に関する知見を東北大学病院 BCP 策
定 に 活 用 し （ 図 4 ）、 策 定 し た BCP を ホ ーム ペ ー ジ で 公 開
( https://www.hosp.tohoku.ac.jp/outline/017.html)、他大学病院、災
害拠点病院の受援計画・BCP 策定モデルとして活用された。文部科学省監
修冊子「大学病院の現状」(H30)にグッドプラクティスとして取り上げら
れた。 

 
(3) 2018 年度は平成 28 年熊本地震被災地
医療機関を対象に受援計画策定状況調査
を実施、計画策定率が 31.4%（災害拠点
54.5%, 非災害拠点 29.5%, 未発表）である
ことを明らかにした（図 5）。 
 
(4) 研究成果を評価され日本集団災害医学会総会・学術集会で
の医療機関受援計画セッション招待演者、BCP シンポジウム座
長などを務めた。また厚生労働科学研究費補助金（地域医療基
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盤開発推進研究事業）「地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した BCP 及
び病院避難計画策定に関する研究」研究協力者としても貢献した。 
 
(5) 災害を経るごとに国内医療機関受援計画の策定率が高まってきていることを明らかにした。
また、医療機関受援計画は BCP と切り離して検討することはできず、BCP 策定過程において受
援計画を盛り込むべく引き続き研究を推進する必要がある。また病院受援力診断ツール（仮称）
についても、BCPと一体として検討する必要がある。平成 31年度科学研究費助成事業基盤研究
(C)一般（19K10478）「全病院向け事業継続計画策定・管理を可能にする BCM 診断・支援ツール
の開発」（研究代表者：佐々木宏之）において、BCP と一体化した受援計画策定に関する研究・
ツール開発を継続する。 
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ために. 佐々木宏之. 
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